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Ａ．研究目的 
平成26年2月に、聴覚障害の認定が適

正に行われたのか疑念を生じさせるよ
うな事案についての報道がなされたこ
とを契機に、認定方法について見直しを
求める指摘が国会で行われた。そこで、
担当省庁である厚生労働省が「聴覚障害
の認定方法に関する検討会」を発足させ
た。第一回の検討会（平成26年3月26日）
を受け、当研究班において聴覚障害につ
いても研究を行い、検討会に協力する方
針となり、厚生労働省によって行われた
聴覚障害の認定に係る現状調査を分析
し、より適正な認定方法について検討す
るための情報提供を行うことを目的と

した。 
 
Ｂ．研究方法 
まず厚生労働省によって行われた聴

覚障害認定の認定に係る現状調査、具体
的には1）全都道府県・政令指定都市・
中核都市に対する聴覚障害に係る指定
医の状況調査と2）14自治体に対する指
定医の所属機関における検査機器の設
置状況の調査結果を分析した。また、検
討会発足の契機となった症例がマスコ
ミに公開した身体障害者意見書の所見
を確認した。 
 

（倫理面への配慮） 

研究要旨：平成 26 年 2月に聴覚障害の認定が適正に行われたのか疑念を生じさせ
るような事案についての報道がなされたことを契機に、厚生労働省が「聴覚障害
の認定方法に関する検討会」を発足させた。当研究班において聴覚障害について
も研究を行い検討会に協力する方針となった。聴覚障害認定の現状を把握するた
め、厚生労働省によって行われた 1）聴覚障害に係る指定医の状況調査と 2）指
定医の所属機関における検査機器の設置状況の調査結果を検討した。全国の聴覚
障害に係る指定医の合計数は 13,164 名で日本耳鼻咽喉科学会専門医数 8,772 名
と比較すると約 4,400 名多い結果であった。また、他覚的聴力検査機器は、聴性
脳幹反応検査機器、聴性定常反応検査機器ともに診療所の保有率が低いことが判
明した。これらの結果を受けた議論を通して、検討会において「過去に聴覚障害
に係る身体障害者手帳の取得歴が無い者に対し、２級の診断をする場合は ABR な
どの他覚的聴力検査またはそれに相当する検査を実施し、申請の際には診断書に
検査方法を記載し、その結果を添付する。」「聴覚障害に係る指定医を新規に指定
する場合は、原則として日本耳鼻咽喉科学会専門医であることを推奨する。ただ
し地域の実情等に十分配慮するものとする。」という結論を得た。 



38 
 

 調査は厚生労働省自治体に対して実
施し、個人が特定される情報を扱ってい
ないことから倫理審査の対象とはなら
なかった。検討会発足の契機となった症
例の身体障害者意見書は症例本人がマ
スコミに公表したものであったが、個人
情報保護に配慮して取り扱った。 
 
Ｃ．研究結果 
1.聴覚障害に係る指定医の状況 
全国の合計数では病院勤務者7,506名

（57.0％）、診療所勤務者5,637名
（42.8％）にその他21名（0.2％）を加
えた総数13,164名であった。 
 

2. 障害認定に係る主な検査機器設置状
況 
14自治体における施設数は病院260、

診療所651、合計911であった。すべての
病院と診療所にオージオメータは設置
されていた。一方、他覚的聴力検査機器
では、聴性脳幹反応（ABR）検査機器は
病院に178台（保有率：68.5％）、診療
所に32台（保有率：4.9％）が設置され
ていた。聴性定常反応（ASSR）検査機器
は病院に31台（保有率：11.9％）、診療
所に3台（保有率：0.5％）が設置されて
いるのみであった。耳音響放射（OAE）
検査機器は病院に76台（保有率：29.2％）、
診療所に112台（保有率：17.2％）が設
置されていた。 
 

3. 症例の身体障害者意見書の所見 
平成26年2月の診断書の語音明瞭度検

査の結果は右71％、左29％であった。
57-S語表を用いた検査では結果は偶数
に、67-S語表を用いた検査では結果は5
の倍数になるはずであることから、診断
書の数値は不自然であり、検査方法が推
測できないことを指摘した。この指摘に
対しては、第三回検討会において、複数
回の検査結果の平均値であったと回答
された。 

 
Ｄ．考察 
 全国の聴覚障害に係る指定医の合計
数13,164名は、日本耳鼻咽喉科学会認定
の耳鼻咽喉科専門医数8,772名（平成25
年11月現在）と比較すると約4,400名多
かった。この差が生じた理由は①複数の
自治体から重複して指定を受けている
医師、②学会専門医以外の耳鼻咽喉科医、
③他科（神経内科、脳神経外科など）の
医師が、指定医に含まれることが推測さ
れた。 
 聴覚障害に係る指定医の分布が、病院
勤務者57％、診療所勤務者43％であるの
に対し、他覚的聴力検査機器として聴力
閾値が推測できるABR検査機器の保有率
は病院68.5％、診療所4.9％と診療所で
の保有率が低いこと、ASSR検査機器は病
院11.9％、診療所0.5％と病院、診療所
共に保有率が低いことが判明した。従っ
て、聴覚障害認定を考慮する全症例に他
覚的聴力検査を施行することは困難で
あることと考えられた。 
 以上をふまえて、以下の問題点を抽出
した。 
1）聴覚障害に係る指定医の要件は現状
の通りでよいか。 
2）詐聴が疑われる場合や機能性難聴な
ど診断が難しい場合の認定における複
数回検査および再認定の必要性につい
て言及する必要があるか。 
3）詐聴が疑われる場合や機能性難聴な
ど診断が難しい場合の他覚的聴力検査
機器の使用について言及する必要があ
るか。 
これらの問題提起を研究班として第

二回検討会（平成26年9月2日）に提示し
た。検討会は、当事者組織に対するヒア
リングを含めた議論の結果、厚生労働省
事務局から第三回検討会（平成26年10月
30日）において聴覚障害の認定方法に係
る議論のまとめ（案）が提示され、最終
的に結論がまとめられた。 
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Ｅ．結論 
1. 他覚的聴力検査の実施について 
詐聴や機能性難聴が疑われる場合は

ABRなどの他覚的聴力検査等を実施し、
総合的に判断することが必要である。し
かし、各医療機関の機器の設置状況や認
定を受ける患者の負担を考慮すると、聴
覚障害に係る身体障害者手帳の申請者
全例に行うことは不適当と判断された。
また、聴覚障害は段階的に悪化すること
が多く、初回の申請で２級を申請する事
例は少ないことから、「過去に聴覚障害
に係る身体障害者手帳の取得歴が無い
者に対し、２級の診断をする場合はABR
などの他覚的聴力検査またはそれに相
当する検査を実施し、申請の際には診断
書に検査方法を記載し、その結果を添付
する。」という結論を得た。 
 

2. 聴覚障害に係る指定医の専門性向上
について 
 聴覚障害の診断は問診、検査機器の活
用など専門的な技能を必要とし、耳鼻咽
喉科医がその中核を担っていると考え
られるため、指定医の専門性を向上させ
る必要があると考えられた。一方で、専
門医が少ないと推測される地域（僻地、
離島等）では、聴力測定技術等に関する
講習会受講などを推奨することを付記
して、「聴覚障害に係る指定医を新規に
指定する場合は、原則として日本耳鼻咽
喉科学会専門医であることを推奨する。
ただし地域の実情等に十分配慮するも
のとする。」という結論を得た。 
 
Ｆ．健康危険情報 なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 なし 
 2. 実用新案登録 なし 
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 3.その他 なし 
 

 


